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研究成果の概要： 本研究では、質問紙調査を用いて、厳罰化を支持する社会意識がどのよう

な要因に規定されているのかを明らかにしようとした。その結果、「厳罰化への支持は、犯罪を

減らしたいという意識が直接的に影響するのではなく、社会状況の認識（モラル低下懸念）と

社会観が影響する」という仮説モデルが支持され、「犯罪不安の増大が、それを減らすための有

効な対策として刑罰の強化を求めている」という一般によく耳にする図式が、根拠のないもの

であることが分かった。 
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１．研究開始当初の背景 
 

 近年、わが国の刑事政策は、刑罰による対

応を重視・強化する方向にある。そうした動

向を、一般市民の視点から眺めてみたらどう

なるか、これが本研究の出発点である。 

 そこで、厳罰化を支持する社会意識がどの

ような要因に規定されているのかを明らか

にしてみようと考えた。そうすることで、刑

事制度の観点だけから考えがちな犯罪問題

を、より広い視点から捉え直す契機となるの

ではないかと考えたからである。 

 また、わが国の刑事政策の動向としては、

刑罰による対応の重視・強化だけでなく、被
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害者参加制度や裁判員制度など、市民の刑事

司法への積極的なコミットメントを促す施

策が導入されつつある。こうした諸策が意味

するものは何か、また、われわれはこうした

諸策にどのように係わっていくべきか。本研

究が、そうした課題についても有益な知見を

提供できればと考えた。 

 

 

２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、厳罰化を支持する社会意
識がどのような要因に規定されているのか
を明らかにすることである。 
 そうすることで、実務家や研究者が想定し

ていることと一般市民が求めているものと

の間に齟齬はないか、そもそも厳罰化を求め

ることは妥当か否か、妥当であるとして，そ

こで求められているものに厳罰化政策は応

えることができるのか、こうした問いに答え

るための素材を提供し、あるべき刑罰の用い

方や，よりよい政策の実現につなげたいと考

えている。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
 厳罰化については次のような説明をよく
耳にする。犯罪の増加が犯罪への不安を高め、
その結果、犯罪による被害を防ぐために刑罰
の強化が求められるのだ、と。実際、2000
年の少年法改正では、少年犯罪は増えている
のか、それと関連して、厳罰化によって少年
犯罪を減らすことができるのか、が主要な論
点となった。そこでは、われわれが犯罪被害
を防ぐために厳罰化を求めていること、そし
て、犯罪の減少を実現するための手段として
刑罰を捉えていることが想定されていたよ
うに思われる。 
 けれども、本当にそのような観点から厳罰
化が求められているのだろうか。そうした疑
問に応える研究として、タイラーとベックマ
ンの研究がある。彼らは、カリフォルニア州
の「三振法」を素材として、厳罰化をもたら
す要因について質問調査を行っている。そこ
での結論は、厳罰化への支持は、「加害者に
刑罰を加えなければ危険だ／自分も被害者

になるかもしれない」という意識ではなく、
「刑罰を科さなければ社会の凝集性が失わ
れる」という意識に基づくものであった。す
なわち、社会を一つにまとめていた道徳的・
社会的コンセンサスが減少しつつあると考
えている人が、より厳罰化を支持しているの
であって、治安が悪化しているとか、刑罰が
犯罪抑止の手段としてうまく機能していな
いと考えている人が、厳罰化を支持している
わけではないのである。 
 わが国の場合はどうだろうか。厳罰化への
支持は、厳罰化についてよく耳にする「抑止
的・道具的」な関心からだろうか、それとも、
タイラーとベックマンが明らかにしたよう
な「関係的・象徴的」な関心からだろうか。 
 本研究では、この点を明らかにするべく、
タイラーとベックマンの研究を参考にしな
がら次のような仮説を立てた。 
 
 厳罰化への支持は、犯罪を減らしたいとい
う意識ではなく、「社会状況の認識」や「社
会観」に基づくものである。 
 
 そして、質問紙調査を用いて、本仮説の検
証を試みた。 
 なお、調査の実施の詳細は以下のとおりで
ある。 
 
 
１）調査対象 
 
 本調査の対象は松山市の有権者である。調
査時点での有権者数は 41 万 6316 人であり、
うち男性は 19 万 2524 人（46.2％）、女性は
22 万 3789 人（53.8％）であった。 
 被験者の抽出は、選挙人名簿から系統抽出
法により行った。被験者数は 800 で、抽出作
業は 2007 年 10 月 30 日に実施した。 
 
 
２）調査手続 
 
 調査方法は郵送調査法である。実施日は
2008 年１月 17 日で、返信の〆切は 2008 年
２月３日に設定した。発送数は 800 で、うち
返信数 403（50.4％）、有効票数 301（37.6％）
で、回収率は 37.6％であった。 
 
 上記の手続を経て、集められたデータを統
計的手法を用いて分析し、仮説の検証を行っ
た。 
 仮説の検証のために、１）相関分析、２）

パス解析の順で分析を行った。分析にあたっ

ては、SPSS Ver.16，Amos Ver.16 を使用した。 

 
 



 

 

 
４．研究成果 
 
１）相関分析 
 
 仮説モデルに使用する変数間の相関係数
（ピアソン積率相関係数）を「表１」に示す。 
 相関分析の結果、従属変数の「厳罰化支持」
と「社会観」との間に .42，また、「モラル
低下懸念」との間に .42 の相関が見られたが、
「犯罪不安」との相関は .16 であった。「犯
罪不安」については、「モラル低下懸念」と
の間に .28 の相関が見られたが、それ以外の
変数とは低い相関となった。 
 
２）パス解析 
 
 仮説に基づきつつ、相関分析の結果に留意
しながら探索的にモデルを作成していった
ところ、最終的に次のようなモデル（図１）
となった。 
 この結果から、「厳罰化への支持は，犯罪
を減らしたいという意識（犯罪不安，刑事司
法無効認知）が直接的に影響するのではなく、
社会状況の認識（モラル低下懸念）と社会観
が影響する」という仮説モデルが支持された
といえる。したがって、「権威主義的傾向が
強い人ほど、また、モラル低下懸念が強い人
ほど厳罰化を支持している」ということがい
える。 
 
 
３）考察 
 
 本調査で得られた中心的な知見は次のと
おりである。「厳罰化支持」は「社会状況の
認識」とその根底にある「社会観」との間に
関連があり、「犯罪不安」や「刑事司法無効
認知」との間にはほとんど関連がなかった。
したがって、一般に語られることの多い図式、
すなわち、「犯罪不安の増大が，それを減ら
すための有効な対策として刑罰の強化を求
めている」という図式は、根拠のないもので
あることが分かった。 
 このことはまた、象徴の政治学の知見とも
一致するように思われる。犯罪問題や法制度
に関する表面的な関心は世論の中心的な関
心事ではなく、それゆえ、人々の政策判断に
影響を及ぼすものではない。人々は目に見え
るリスクへの関心から第一次的に動機づけ
られているわけではないのである。 
 なお、「犯罪不安」に比較的関連するのは
「モラル低下懸念」だけであり、探索的に見
出したモデルにおける因果の方向が「犯罪不
安」から「モラル低下懸念」となったことか
ら、犯罪不安はモラル低下を感じる一つの判
断材料にすぎない、ということがいえる。 

 
 
 
 
表１ 
 

 厳罰

化 

犯罪

不安

刑事

司法

モラ

ル低 

非同

一性 

非互

助 

社会

観 

厳罰

化 

       

犯罪

不安

.16**       

刑事

司法

.25** .02      

モラ

ル低

.42** .28** .28**     

非同

一性

-.08 .12* .32** .01    

非互

助 

.06 .14* .25** .13* .49**   

社会

観 

.42** .14* .06 .37** -.05 .05  

                  **p<.01 
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